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1  ケータイ通信インフラの被害実態

現代社会において，情報通信メディアは必要不可欠なツールである。特
にケータイ（スマートフォンを含む）は人々に広く普及し，15歳以上の所
有率が 89.2％と，今や 1人 1台の所有が，ほぼ当たり前となっている（2011

年 2月時点）。そのような状況下で，あの東日本大震災は発生した。
東日本大震災は，連続して発生した大津波によって甚大な人的被害がもた
らされただけではなく，現地での救命・復旧活動に欠かすことができないケー
タイの通信インフラに大きなダメージを与えた。NTTドコモを例に挙げる
と，東北・関東地方を中心に電力供給や故障などの原因で最大 6,720か所も
のアンテナ基地局がサービスを中断した。このうち，アンテナ基地局自体が
損壊して復旧工事が必要となったのは 375局で，これは岩手・宮城・福島県
内アンテナ基地局の約 6％に相当する。また，携帯電話サービスのバックボー
ン回線を提供する NTT東日本の被害も深刻で，通信設備を収容しているビ
ル間の中継伝送路で光ファイバーが流出・損傷して 90ルートが切断された。
通常，中継伝送路はループ構造で二重化されているが，太平洋側ルートの損
傷が激しく，発災後しばらくは北海道と関東以西を結ぶ通信も日本海側の
ルートのみで運用していく事態となった。
加えて，東北・関東地方では，安否確認などで通信量が急増したことによっ
て，通信サービスの運営が支障をきたした。発災直後，通信量は NTTドコ
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モで通常時の約 50～ 60倍にまで膨れ上がったのである。通信設備の処理能
力を超える状況，ふくそうが発生すると，連鎖的に通信インフラ全体のパ
フォーマンスが著しく低下する事態が起こりかねない。そこで 110番や 119

番などの重要通信を優先するため，アンテナ基地局や交換機などであらかじ
め通信量を制限する「ネットワークコントロール」を行うことになる。東日
本大震災では NTTドコモも最大で 90％の発信規制を行った。
このようなネットワーク設備の被害状況や，緊急時のコントロール方法な
どは，利用者側にはどのように影響が現れたのだろうか。以下，モバイル社
会研究所が実施した「東日本大震災における通信メディアと情報行動に関す
る定量調査（1）」から，当時の状況を振り返る。

2  震災時のケータイコミュニケーション

東日本大震災では，地震・津波の直接的な被害とその後の停電によって，
通信サービスの維持が非常に困難な状況となった。そのことが利用者側の調
査結果に現れている。震災当日・1～ 3日後・1か月後頃において，ケータ
イのアンテナ表示がどのような状況だったのかを聞いたところ，東北・関東
全域では震災当日，実質的にケータイが使えなかった人々が 42.8％（「圏外」
28.8％と「0本」14.1％の合計）であった（図 1）。だが，この状況が 1～ 3

日後には改善を見せ，実質的に使えなかった人々の割合が 16.1％（「圏外」
8.9％と「0本」7.2％の合計）にまで大幅に減少する。そして 1か月後には，
実質的には使えなかった人々の割合が 4.0％（「圏外」0.6％と「0本」3.4％
の合計）となり，おおむね復旧させることができていた。

（1）東北および関東地方の 1都 12県を対象としたWebアンケート調査。調査対象は 15歳以上の
一般男女でサンプル数は合計で 2,535人だが，平成 17年国勢調査に基づき地域・性別・年代
で補正し，津波被災地域のサンプルを 529人，津波被災地域を含む東北・関東全域のサンプル
を 2,214人とした。
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だが，津波被災地域では一段と悪い結果となり，震災当日，66.9％の人々
（「圏外」54.3％と「0本」12.6％の合計）が，実質的には使えない状況にあっ
た。この状況が 1～ 3日後にもほとんど改善しておらず，実質的に使えな
かった人々の割合が 52.5％（「圏外」41.9％と「0本」10.6％の合計）であった。
状況が改善された結果を示すのは 1か月後となり，このタイミングで使えな
かった人々の割合は 6.2％に減少する。津波被災地域においても 1か月後に

図1　アンテナ感度表示による電波状況
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はほぼ通信インフラが復旧していた。
このことは，復旧作業の進捗とも一致する。NTTドコモでは，延べ 4,000

人の要員と，全国の衛星移動基地局・電源車 125台を東北地方に送り，復旧
作業に充てた。だが広域かつ甚大な被害であったため，通信エリアの復旧ま
でに約 1か月を要した。仮に東日本大震災と同じような規模の災害が発生し
た場合，今後も一朝一夕には復旧させられない可能性があるのが現実である。
さて，震災当日の状況を詳しく見てみたい。命が助かれば，次に行うのは
家族や友人知人の安否確認である。ケータイの通話機能を使った安否確認の
成否について調べたところ，東北・関東全域では 50.7％が「つながった」と
答えている（図 2）。これが津波被災地域になると 10.6ポイント下がり，成
功率は 40.1％となる。
なお，ケータイの安否確認通話の成功率が，東北・関東全域で 50.7％，津
波被災地域で 40.1％であったとしても，それらが必ずしも 1回の試行でつな
がったわけではない。1回の発信で通話がつながったのは安否確認通話が成
功した人のうち，東北・関東全域で 22.5％，津波被災地域では 20.4％という
割合にとどまっていた。全体としては，安否確認通話がつながるまでに発信
した回数が，東北・関東全域で平均 9.4回，津波被災地域では平均 11.8回で

図2　安否確認通話の成否
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あった（図 3）。
音声通話に懸ける切実さが現れている結果だが，実はこれらの成立しな

かった通話発信の試行が，通信ネットワークに負担をかける要因にもなって
いる。家族や友人，知人の声が聞きたいという心理も理解できるが，早い
段階でメールや災害用伝言板の利用などへ通信トラフィックを移行できれば，
ネットワークコントロールの規制レベルを下げることが可能となる。
ケータイが使えない状況についてサービスエリアが失われたタイミングを
調べたところ，東北・関東全域では「地震とほぼ同時に「圏外」になった」
が 13.3％，「地震から数時間後もしくは津波到来の頃から「圏外」になった」
が 24.2％となっていた（図 4）。当時，アンテナ基地局では，電力の一時的
な供給停止に備えて 3時間分程度のバッテリーが設置されていた（携帯電話
事業者によってバッテリーの設置状況は異なる）。調査結果も設置されたバッ
テリーによってアンテナ基地局が一定時間稼働していたことを意味しており，
バッテリーを大容量化しておけばかなり有効な減災策になると考えられる。

図3　安否確認通話がつながるまでに発信した回数
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3  次の災害への備え 

東日本大震災の被災地では「もしもの時のケータイ」というニーズに応え
ることができていなかった。だが近い将来，東日本大震災に匹敵する首都直
下型地震や東海・東南海・南海連動型地震が発生するのではないかと懸念さ
れており，その対策は待ったなしの状況となっている。
そして，次の広域大規模災害に備えるには，やはりケータイに期待しなけ
ればならない理由もある。震災当日に，自宅もしくは職場から避難した人々
が所持していた物品を調べたところ，「財布・重要書類」の 70.7％を上回っ
て「携帯電話」が 79.6％でトップとなった（図 5）。今や，ケータイは，財
布や重要な書類よりも非常時に “携帯 ” する物品なのである。そしてケータ
イ以外に，所持率が 3割を超える物品の中には，防災・減災力を向上させる
ための手がかりとなりそうな物品は存在しない。つまり，所持品を活用して
防災・減災力を向上させるためには，その手段としてケータイを活用するこ
とが有力なのである。
では，ケータイを災害時に強くするためにはどのような対策が考えられる
のか。東日本大震災を教訓とした新たな防災・減災対策を，NTTドコモを
例に紹介しておきたい。

図4　エリア喪失のタイミング
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①大ゾーンアンテナ基地局の設置
アンテナ基地局のカバー範囲を「ゾーン」と呼ぶ。平常時，アンテナ基
地局は半径数百 mから数 kmのゾーンで隣接し合い，サービスエリアを形
成している。大規模災害などで停電が長引いた場合に，これらアンテナ基
地局の予備電源が枯渇することとなる。そこで，強固に守られた大ゾーン
アンテナ基地局が周辺のアンテナ基地局に代わって単独でサービスエリア
を形成する（図 6）。半径は 7kmほどの広さとなる。複数のアンテナ基地
局でエリア形成している平常時と比べて処理能力は落ちるが，これを全国
104か所に設置することで，人口の 35％をカバーすることができる。NTT

ドコモでは，2012年 2月末までに全国に大ゾーンアンテナ基地局の設置
を完了している。

②アンテナ基地局の無停電化・バッテリーの 24 時間化
東日本大震災で停波したアンテナ基地局の多くは，長時間の停電で予備
電源が枯渇したことが原因となっていた。NTTドコモは，全国約 700か
所のアンテナ基地局で発動発電機を設置して無停電化し，約 1,000か所の
アンテナ基地局でバッテリーを 24時間分に増強した。これで人口の 65％

図5　避難時の所持品
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をカバーできる（対策終了は 2012年 2月末）。

③衛星・マイクロエントランスの充実
ケータイの通信ネットワークは，多くの場合，アンテナ基地局から交換
機までが光ファイバーの伝送路でつながれている。東日本大震災でも多く
の伝送路が流出・損傷したが，アンテナ基地局から交換機までを臨時の衛
星回線でつなぎ直す設備を大幅補強した（車載型：9台，可搬型：24台）。
また非常用に，この区間のマイクロ波無線通信回線を全国で 100ルート構
築した。

④災害用音声お届けサービスの提供
災害などで通話サービスがつながりにくくなった場合に，メールと同じ
パケット通信方式で音声メッセージを伝える非常時専用のサービスが開発
された。音声メッセージはネットワーク上のサーバに保存され，登録と同
時に相手先へ SMSで連絡される。簡単な操作で利用でき，ふくそう状況

図6　大ゾーン化のイメージ
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下での安否確認手段として効果が期待される。

⑤ Twitter および Google Person Finder との連携
NTTドコモが運用している iモードのトップメニューやスマートフォン

向けの dメニューで，公共交通機関や報道機関の Twitterアカウントを一
覧表示し，タイムリーな災害関連情報を簡易に収集できるようにした。ま
た，災害用伝言板に登録された安否情報が，Google Person Finderからも検
索できるようにデータ連係を行うこととなった。

「大ゾーンアンテナ基地局の設置」や「アンテナ基地局の無停電化・バッ
テリーの 24時間化」は，地震や津波による通信設備の破壊や，長時間の停
電への対策として有効な手段になると考えられる。だが，そのような努力を
続けたとしても，ありとあらゆる災害に強い通信インフラを構築することは
むずかしい。特に自然災害の際に一時的に発生する通信をどのようにコント
ロールするのかという課題については，抜本的な対策が取れているわけでは
ない。携帯電話事業者には，東日本大震災の経験に基づき，ネットワークの
設計から運用までさまざまな段階で改善を図っていく不断の努力が求められ
ている。
また現在，国や自治体の取り組みが「復旧」から「復興」の局面に入って

きた中，被災地では雇用の創出や子どもたちへの教育，地域コミュニティの
復興といった新たなニーズが広がってきている。そこには民間の力が必要と
されており，NTTドコモでは復興活動を担う専任部署として「東北復興新
生支援室」を設置し，①モバイルを活用した地域コミュニケーションの活性
化，②災害に強い街づくりの実現，③ ITを活用した産業振興・活性化，に
資する活動を行っている。例えば南三陸町の「未来の種プロジェクト」では，
間伐材で作ったグッズを NTTドコモのスマートフォン向けの公式サイト内
で販売している。また，釜石市の「仮設住宅団地支援連絡員配置事業」に対
して，タブレットを用いた仮設住宅支援連絡員サポートシステムを提供して



放送メディア研究　No.11　2014

210

いる。
東日本大震災のように甚大な被害をもたらす災害に対しては，復興のプロ
セスを長く支えていく必要がある。NTTドコモでは被災地においてモバイ
ルを活用したビジネスモデルを創出し，本業と関連づけることで将来にわ
たって支えようとしている。民間企業が復興のプロセスに携わるには，この
ように CSV（Creating Shared Value＝共有価値の創造）のスキーム構築をもっ
て貢献していくという発想が必要だろう。また，そのようなスキームが結果
的に，ICTを活用して防災力を高めていくまち作りにつながるはずである。

最後に，非常時にケータイの通話機能以外にメールや災害用伝言板などを
利用することや，“ ケータイ以外 ” の手段も含めた連絡手段について，家族
や友人，知人の方などと話し合っておくことをお勧めしておきたい。また，
このような検討を，地域社会や職場・学校などで行われる防災訓練に加えれ
ば，防災・減災力を向上させられるのではないだろうか。
本稿が東日本大震災の惨状から学び，次の震災に備えるための一助となる
ことを願い，被害に遭われた皆様への心からのお悔やみとお見舞いにしたい。




